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特集 デバイスを起点とした革新に挑むNTTデバイスイノベーションセンタ

　

NTTと東レ株式会社の共同開発
による機能素材“hitoe®”を活用し
た着衣型のウェアラブルセンサは、
装着の負担が少なく、心拍数など生
体情報の継続的なリアルタイム計測
に役立つ。LAPはhitoe®の計測デー
タをスマートフォンなどへ無線伝
送するためのトランスミッター
“hitoe®TX01”やその後継機であ
る“hitoe®TX02”を構成する技術
を開発したほか、hitoe®を活用した
サービスに資する技術を NTTグ
ループ事業会社や関連会社と連携し
開発してきた。
“hitoe®TX02”を用いた暑さ対
策技術の研究開発成果は、NTTテ
クノクロスが提供するクラウドサー
ビス“hitoe®暑さ対策サービス for 
Cloud”に活用されている。工事現
場などの暑熱環境下における作業者
の体調管理を目的としており、作業
者の体内温度変動を推定しリアルタ
イムで可視化できるため、管理者が
適切な対策を取りやすい。

hitoe®を活用した電極やリード線
が 2016年に一般医療機器として登
録された一方、トランスミッターは
医療機器の認定を受けていなかった
ため、計測データを医療用途に利用
できないという制約があった。
「医療機器規格に準拠するための体
制構築と技術開発に取り組みました。
医療機器では高い信頼性や厳密な基
準を満たす計測が求められることか
ら、堅牢な端末を実現する機構設計
技術や、規格に対応する心電信号処
理技術を新たに構築しました。この
成果を活用して連携先の企業が心電

送信装置として医療機器認証を取得
しNTTテクノクロスが医療分野へ
の参入を進めています」（近藤氏）。
装着の負担が少ないベルト型電極
と伝送された心電計測データを確認
できるスマートフォンアプリケー
ションとセットでシステムが提供さ
れ、従来のヘルスケアに加え医療の
分野にも hitoe®を用いたサービス
が拡大することが期待される。

BLE（Bluetooth Low Energy）等
の低消費電力な近距離無線通信技術
とウェアラブル生体センサを組み合
わせリアルタイムに計測データを収

NTT デバイスイノベーションセンタ（以下、DIC）のライフアシストプロジェクト（以下、LAP）では、長年にわたり培っ
てきたデバイス技術を通信やコンピューティング以外の領域、具体的には人とインフラの長寿命化に役立てる取り組みを続
けている。事業会社との協力・連携が深い取り組みが多いのだが、本稿ではその中から特に 2 つの取り組みについて紹介する。

5 スマートヘルスケア／インフラメンテナンス技術

事業会社と連携し人とインフラの長寿命化に
資するデバイスの研究開発を推進

NTT デバイスイノベーションセンタ ライフアシストプロジェクト
ウェアラブルアプライアンス応用グループ

（左から）担当課長　近藤 利彦 氏　主任研究員　登倉 明雄 氏
スマートインフラメンテナンス技術グループ

グループリーダー　望月 章志 氏　主任研究員　坂本 尊 氏

着るだけで生体情報をリアル
タイムに取得可能な hitoe®に
関連するデバイス開発

トランスミッターも医療機器
規格に対応し医療分野での
利用を可能に

医療分野での利用促進に向け
無線通信切断時のセンサデータ
欠損防止技術を開発
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集する IoTシステムには、無線通信
の切断により計測データの欠損が生
じやすいという問題がある。通信切
断の理由はデータを受信するスマー
トフォンの携帯忘れ、電波状況など
であり、発生しやすい問題と言える。
ストレージに計測データを蓄積しつ
つデータを送信する方式のシステム
では無線通信切断時もデータが保全
される。しかしそのデータをストレー
ジから有線接続等により取り出し、矛
盾なく統合する作業に手間と時間が
かかる。医療現場では仕方なく我慢
されてきた問題であり、医療関係者
のニーズを知る事業会社からは解決
策に対する強い要望があったという。
「hitoe®を広く利用していただく
には改善が必要と考え、研究開発に
取り組みました。実現したのは、無
線通信が可能な場合はリアルタイム
にデータを伝送し、無線通信が意図
せず切断された場合には内蔵スト

レージにデータを蓄積する機能。そ
して通信再開後にストレージに蓄積
されたデータがあればリアルタイム
伝送の隙間時間を利用し平行して自
動送信する機能。そして矛盾なくそ
のデータを統合する機能です（図
1）。通信切断が発生しても利用者
は意識することなく欠損のない計測
データを得ることが可能であり、利
便性向上（図 2）に役立つと期待し
ています」（登倉氏）。
破綻を来さずにデータを送信し統
合できるよう送受信デバイスを連携
することは容易でなかったが、研究
開始から約 1年という短期間で必
要となる制御技術を事業会社に提供
しており、製品化に向けた取り組み
も始まっている。

NTTグループは通信用鉄塔をは

じめとする鋼構造物を日本全国に多
数保有している。それらの鋼構造物
には時間の経過に伴い鋼が腐食し錆
が発生するという問題がある。海水
や雨水に含まれる塩分が鋼の表面に
付着するとその部分で腐食が発生し
やすいため、錆や塩分を除去し改め
て塗装を施す必要がある。
錆の除去には電動工具も使用する
が、平面でない部分は手工具を使わ
ざるを得ない。手間や力を必要とす
るのに加え、錆や塩分の完全な除去
は難しい。そのまま塗装すると塗装
本来の寿命を発揮できず、メンテナ
ンスの期間が短くなってしまう。
この問題の解決策の 1つが、レー
ザ光を使って錆を除去（図 3）する
レーザ除錆技術だ。この技術を活用
するレーザクリーニング装置がすで
にいくつも製品化されている。

DICでは 2018年よりレーザ除
錆技術の研究開発に取り組んでい
る。現在注力しているのが事業会社
と連携して進めている「インフラ向
け除錆用レーザに関するインテリ
ジェンス活動」だ。
「実設備に使用する塗料や塗装方法
に関する情報を事業会社からいただ
いた上で、我々のグループでレーザ
除錆に関するさまざまな評価を行っ

通信切断時のデータをメモリに保存し、再接続時にリアルタイムデータと並列送信
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図 1　センサデータ欠損防止技術
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図 2　センサデータ欠損防止技術が実現する世界

インフラ向け除錆用レーザに
関するインテリジェンス活動

インフラの長寿命化を目的とする
レーザ除錆技術の研究開発
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ています。得られた知見を技術情報
という形でまとめ、2023年度末を
目標に提供する予定です。技術情報
の例として塗装の付着力に関する情
報が挙げられます。クリーニング後
にそのまま放っておくと再び錆びて
しまうので塗装を施します。その塗
装が長期間、剥がれずに付着し続け
てくれればメンテナンス周期を長く
できます。例えばレーザ除錆後の塗
装付着力と従来の電動工具での除錆
後の塗装付着力を比較することは、
有益な情報になると考えています。
事業会社が必要としている情報は何
か、を可能な限り明確化し、その情
報を提供するために必要な実験、計
算、評価を進めています」（坂本氏）。

この活動の特徴は、DICが単独
で研究開発を行うのではなく事業会
社を巻き込んでいるという点にあ
る。このことには大きく2つの意義、
もしくはメリットがある。1つは事
業会社への貢献だ。事業会社がレー
ザクリーニング装置の導入可否を判
断する際は、効果などを見極めるた

の研究者にとって成功体験になる。
その繰り返しが大きな成果につな
がってほしいという期待もある。

NTTはレーザクリーニング装置
の小型化に向けた研究開発にも取り
組んでいる。一般的なレーザクリー
ニング装置（図 4）は手元の装置が
重く、両手で操作する必要がある。
高所作業も必要であるため安全性の
観点から好ましくなく、また作業員
も疲労しやすいと考えられるため
だ。これまでに回折素子という光デ
バイスを利用した装置を試作し、大
幅な小型化の可能性を示すことに成
功している※ 1。
レーザ除錆の研究活動について望
月氏は次のように述べている。
「市販技術であってもうまく使え
ばできることが増えます。インテリ
ジェンス活動で得たノウハウを将来
の研究に活かしたいと思います。今
後も事業会社のニーズに素早く対応
し、事業に貢献していきたいと考え
ています」。

めにまず情報収集が必要になる。時
間的、金銭的、人的リソースが限ら
れることが制約となり情報収集は容
易でないことが予想されるが、DIC
が協力することによりそうした制約
を取り除きたいという思いがある。
また装置の導入後に役立つ情報も提
供する。
「レーザのパワーやビームの径、ま
たビームをどの程度の速度で動かす
か、パルスの周波数や時間幅の値を
どうするか、クリーニングを何回行
うべきかなど、考慮すべきパラメー
タがいくつもあります。市販の装置
でパラメータを変えたときのクリー
ニング特性の変化についても情報提
供する予定です。市販の装置を全て
評価するのは困難であるため、クリー
ニング特性の予測が可能なモデルも
構築しました。こうした情報により、

迷うことなく最も適したク
リーニング条件を選択するこ
とが出来ます」（坂本氏）。
もう 1つは DIC自身のメ

リットだ。インテリジェンス
活動を通じ自らがレーザ除錆
に関する情報を蓄積できる。
また事業会社の旬のニーズを
知るチャンスが高まる。「研
究所では思いもよらないニー
ズがある可能性もあります」
（坂本氏）。さらには、そうし
たニーズに応えることがDIC

光ファイバ 
レーザ光源 レーザ光出射ヘッド

(光スキャナ内蔵) 除錆対象物

図 4　一般的なレーザクリーニング装置の構成

除錆前 除錆後
図 3　レーザ除錆技術による錆除去の例

※1：本誌2022年12月号特集参照
https://www.bcm.co.jp/site/2022/12/ntt-
dic/2212-ntt-dic-01-04.pdf

事業会社を巻き込んだ
研究開発のメリット

装置の小型化に向けた研究開
発も推進。事業会社のニーズ
に素早く対応していく。


